































































































































































































































































































































































































































































































































年度 1982 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000
どちらかといえば国産品
を選ぶ（％） 26.6 21.3 20.7 23.2 29.9 25.6 31.3 31.1 30.1
どちらかといえば輸入品
を選ぶ（％） 2.3 1.1 1.3 1.4 1.3 0.9 0.9 1.4 1.5
品質，価格が気に入れば輸入
品でも国産品でもよい（％） 66.8 66.8 74.8 73.5 68.1 72.4 66.7 66.7 65.3




































































どちらかといえば国産品を選ぶ（％） 39.8 38.8 34.0
どちらかといえば輸入品を選ぶ（％） 12.6 11.2 15.0
品質，価格が気に入れば輸入品でも
国産品でもよい（％） 47.0 50.0 51.0
ここから，４年間の変化としては「国産品派」が減り，「輸入品派」，若
しくは「実質派」が増える傾向にはある。最後の調査となった02年の結果
についての編集者のコメントにおいて，どちらかにこだわらないがちょう
ど半分を占めているうえに，衣料品・ファッションを除き輸入品志向がふ
えつつあることを特徴として指摘している（30頁）。しかし，上記の漠然と
した設問に対する回答よりは「国産品派」が10ポイント程度増えている。
この結果について，98年版では，過去との比較はできないものの，国産品
志向が強い要因として「輸入品が多く入ってくると，輸入品との競争・差
別化の必要性に迫られ，国産品も品質・価格面での見直しやPR等に今まで
以上に一層努力した結果と想像される」（30頁）と分析している。さらに興
味深いのは，輸入品を選ぶ理由として「色・デザイン」，「有名ブランド」，
「品質・性能・鮮度」を挙げた回答が増え，「価格志向」が後退した点であ
る。単に「安いから買う」のではなく，色・デザイン・味など消費者の感
性，嗜好性にあった「こだわり」をもって選択するようになった（４１頁）
とみる。前章の，「消費の二極化」の傾向がより強まった，と言えるのであ
ろう。
ところが個別の商品をみると，国産品，輸入品のいずれを選ぶのかの差
が大きく，特に家電製品は「国産品派」が際立って優勢である。02年の90
品目中，国産品志向の比率が最も高いのは「冷蔵庫・食器洗い機」83.3％，
次いで「掃除機・洗濯機・乾燥機」81.4％，「ステレオ」72.0％，「パソコ
ン」64.8％，「空気清浄機・パネルヒーター」61.1％と家電，音響，IT製品
が高い比率である。さらにまた，「カメラ」78.6％，「オートバイ」70.6％
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や「乗用車」63.4％も高い。輸入品志向が50％を超える商品は「香水」51.3
％，「オリーブオイル」50.4％，「ワイン」50.0％のみで，家電製品では「冷
蔵庫・食器洗い機」2.4％，「掃除機・洗濯機・乾燥機」4.5％で，それぞれ
「どちらでもよい」も14.3％，14.1％でこれを加えても，20％にも満たない。
さらに，今後，輸入品の購入を希望するかについての設問においては，
年を追うごとに殆どの品目で購入を希望する人の比率が低下し，「購入を希
望しない（＝一つもない）」とする回答が顕著に増加している。例えば，中
分類「衣料品」のなかの，「ネクタイ・スカーフ・マフラー」，「背広・紳士
服地」，「下着類，靴下，ストッキング」などの具体的な品目において，購
入を希望する品目が「１つもなし」の人が92年には42.3％であったのが，
00年には72.6％にも増加している。他の中分類項目についても，「装身関係
品」56.6％，「住宅・家具・インテリア」79.9％，「日用品」80.9％，「スポ
ーツ・レジャー用品」74.3％，「乗物」91.1％，「その他」84.4％といずれ
も購入を希望しない人の比率がかなり高い傾向を示している。
これとは対照的に，小分類でみた商品のなかで，買いたい人の比率が20
％を超えるのは00年調査で，「お茶」29.6％，「酒類」22.6％，「ハンドバッ
ク・カバン類」21.8％，「香水」21.5％に過ぎず，中分類の「食料品」，「衣
料品」，「装身具関係品」に含まれる商品に10％台に達するものが８種類み
られる程度である。「住宅・家具」，「スポーツ・レジャー用品」，「乗物」，
「その他」に属する50の品目，及び「日用品」のなかの「食器類」11.4％を
除く８品目はいずれもひと桁台に過ぎない。そのなかで「乗用車」は5.7％
であるものの，「空調機器・パネルヒーター」1.3％，「台所用ガス，電気器
具」0.5％，「その他の家電製品」0.3％など，家電製品の輸入に期待する人
はきわめて少ない。
輸入品を使用して不満があるか，ないかについての設問に対する回答は
88年度調査で「ある」34.2％，「ない」が65.8％であったのに対し，00年度
の回答ではそれぞれ50.6％，48.7％となっており，90年代を通じて不満を
もつ層が増加する傾向にある。不満の理由について88年度においては，「食
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料品」が「成分，添加物などが不安」57.4％，「味が嫌い」51.8％であった
他は，いずれも「品質性能，耐久性に劣る」がトップを占め，特に「衣料
品」55.3％，「スポーツ・レジャー用品」53.6％となっている。00年度にな
ると「食品」はやはり「成分・添加物等が不安」60.9％，「鮮度・衛生面に
不安」51.8％などの理由を挙げ，これに対し「衣料・ファッション」58.0
％，「住宅・家具・インテリア」38.5％，「日用品」39.3％，「スポーツ・レ
ジャー用品」48.9％，「装身関係品」29.0％はいずれも「品質・性能・耐久
性に劣る」をトップに挙げている。「衣料・ファッション」，「住宅・家具・
インテリア」，「スポーツ・レジャー用品」は「規格やサイズが合わなかっ
た」が第２の理由でそれぞれ52.5％，29.2％，22.3％と高い比率である。
小分類で家電製品関連の商品は「空調機器・パネルヒーターなど」，「その
他の家電製品」しかないが，前者は不満を感じた理由が「維持費・ランニ
ングコストが高すぎる」53.8％，「品質・性能・耐久性に劣る」30.8％，後
者が「品質・性能・耐久性に劣る」54.2％，「アフターサービスが悪い」
45.8％となっている。
日本の製品輸入が拡大しない理由として，輸入品の低品質，性能の悪さ
とともに，外資系企業が日本人の好み，感性を軽視したり，販売努力が不
足し，サービス体制を十分構築できていないことがしばしば挙げられてき
ており，それらの指摘が妥当であることは一連の調査結果にも示されてい
る。
製品輸入の増減は，国内景気が好況か不況か，所得が高いか低いかによ
って左右されるが，逆輸入品やPB製品を含む広義の「輸入品」と日本のメ
ーカーと無関係の「外国製品」とでは消費者の反応も異なることはこれま
での検討から明らかであろう。「協会調査」で示される，輸入品全体につい
ての印象と，個別の商品に即した結果とでも相当の差異は大きい。政府の
白書でしばしばみられるような，日本の消費者の間で，日本製か輸入品か
のこだわりはなくなった，という分析は割り引いて受けとめるべきであろ
う。むしろ，これまでのところ，消費者が家電製品など耐久消費財の購入
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にあたって，日本製へのこだわりの意識はかなり根強い，とみた方がよさ
そうである。
次章では80年代，90年代に，韓国などアジア諸国からの家電製品を中心
とする製品輸入ブームがなぜ一時的に終わったのかを，具体的な商品の販
売，購入状況，及び消費者の意識の変化に焦点をあてて検討する。
